
人事委員会規則

�愛媛県人事委員会規則７－１１７７
職員の給与の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年１２月２６日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

職員の給与の支給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の給与の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－０）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

第６条 省略

（扶養手当）

第６条の２ 条例第８条第３項の人事委員会規則で定める職員は、

次に掲げる職員とする。

� 公安職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が９級であ

るもの

� 医療職給料表�の適用を受ける職員でその職務の級が４級で

あるもの（管理職手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７

―６８）別表第１の区分が１種に該当する職を占める職員に限

る。）

第７条 省略

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（平成２８年改正条例附則第４項から第６項までの規定が適用され

る間の読替え）

２ 平成２９年４月１日から平成３２年３月３１日までの間は、第７条中

「条例第９条第１項」とあるのは、「職員の給与に関する条例等

の一部を改正する条例（平成２８年愛媛県条例第５１号）附則第４項

から第６項までの規定により読み替えられた条例第９条第１項」

とする。

（行政職８級以上職員に相当する職員）

３ 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２８年愛

媛県条例第５１号）附則第６項の規定により読み替えられた条例第

第６条 省略

（扶養手当）

第７条 省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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附 則

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７－１１７８
職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年１２月２６日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

８条第３項の人事委員会規則で定める職員は、次に掲げる職員と

する。

� 公安職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が９級であ

るもの

� 医療職給料表�の適用を受ける職員でその職務の級が４級で

あるもの（管理職手当に関する規則別表第１の区分が１種に該

当する職を占める職員に限る。）

改 正 後 改 正 前

別表第３３（第２２条関係）

昇格時号給対応表

１ 行政職給料表昇格時号給対応表

別表第３３（第２２条関係）

昇格時号給対応表

１ 行政職給料表昇格時号給対応表

昇格した

日の前日

に受けて

いた号給

昇 格 後 の 号 給 昇格した

日の前日

に受けて

いた号給

昇 格 後 の 号 給

２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級

１～８１ 省略 １～８１ 省略

８２ ３７ 省略 ８２ ３８ 省略

８３ ３８ 省略 ８３ ３９ 省略

８４ ３８ 省略 ８４ ４０ 省略

８５ ３９ 省略 ８５ ４１ 省略

８６ ３９ 省略 ８６ ４１ 省略

８７ ４０ 省略 ８７ ４２ 省略

８８ ４０ 省略 ８８ ４２ 省略

８９ ４１ 省略 ８９ ４３ 省略

９０ ４１ 省略 ９０ ４３ 省略

９１ ４２ 省略 ９１ ４４ 省略

９２ ４２ 省略 ９２ ４４ 省略

９３ ４３ 省略 ９３ ４５ 省略

９４～１２５ 省略 ９４～１２５ 省略

２ 省略

３ 研究職給料表昇格時号給対応表

２ 省略

３ 研究職給料表昇格時号給対応表

昇格した日の

前日に受けて

いた号給

昇 格 後 の 号 給 昇格した日の

前日に受けて

いた号給

昇 格 後 の 号 給

２級 ３級 ４級 ５級 ２級 ３級 ４級 ５級

１～６９ 省略 １～６９ 省略

７０ ３３ 省略 ７０ ３４ 省略
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７１ ３４ 省略 ７１ ３５ 省略

７２ ３４ 省略 ７２ ３６ 省略

７３ ３５ 省略 ７３ ３７ 省略

７４ ３５ 省略 ７４ ３７ 省略

７５ ３６ 省略 ７５ ３８ 省略

７６ ３６ 省略 ７６ ３８ 省略

７７ ３７ 省略 ７７ ３９ 省略

７８ ３８ 省略 ７８ ３９ 省略

７９ ３９ 省略 ７９ ４０ 省略

８０～９５ 省略 ８０～９５ 省略

９６ ５２ ３７ ９６ ５２ ３８

９７・９８ 省略 ９７・９８ 省略

９９ ５５ ３８ ９９ ５５ ３９

１００ ５６ ３８ １００ ５６ ３９

１０１ 省略 １０１ 省略

１０２ ５７ ３９ １０２ ５７ ４０

１０３ ５７ ３９ １０３ ５８ ４０

１０４ ５８ ３９ １０４ ５８ ４０

１０５ ５８ ３９ １０５ ５９ ４０

１０６ ５８ 省略 １０６ ５９ 省略

１０７ ５９ ４０ １０７ ６０ ４１

１０８ ５９ ４０ １０８ ６０ ４１

１０９ ５９ ４０ １０９ ６１ ４１

１１０ ６０ ４０ １１０ ６１ ４１

１１１ ６０ 省略 １１１ ６１ 省略

１１２ ６０ ４１ １１２ ６１ ４２

１１３ ６１ ４１ １１３ ６２ ４２

１１４ ６１ ４１ １１４ ６２ ４２

１１５ ６１ ４１ １１５ ６２ ４２

１１６ 省略 １１６ 省略

１１７ ６２ ４２ １１７ ６３ ４３

１１８ ６２ ４２ １１８ ６３ ４３

１１９ ６３ ４２ １１９ ６３ ４３

１２０ ６３ ４２ １２０ ６３ ４３

１２１ ６３ 省略 １２１ ６４ 省略

４・５ 省略

６ 医療職給料表�昇格時号給対応表

４・５ 省略

６ 医療職給料表�昇格時号給対応表

昇格した日の

前日に受けて

いた号給

昇 格 後 の 号 給 昇格した日の

前日に受けて

いた号給

昇 格 後 の 号 給

２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

１～１０８ 省略 １～１０８ 省略

１０９ ８１ 省略 １０９ ８２ 省略

１１０～１１２ 省略 １１０～１１２ 省略

１１３ ８２ 省略 １１３ ８３ 省略
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１１４ ８２ 省略 １１４ ８３ 省略

１１５・１１６ 省略 １１５・１１６ 省略

１１７ ８３ 省略 １１７ ８４ 省略

１１８ ８３ 省略 １１８ ８４ 省略

１１９ ８３ 省略 １１９ ８４ 省略

１２０ 省略 １２０ 省略

１２１ ８４ 省略 １２１ ８５ 省略

１２２ ８４ 省略 １２２ ８５ 省略

１２３ ８４ 省略 １２３ ８５ 省略

１２４ ８４ 省略 １２４ ８５ 省略

１２５ ８５ 省略 １２５ ８６ 省略

１２６ ８５ 省略 １２６ ８６ 省略

１２７ ８５ 省略 １２７ ８６ 省略

１２８ 省略 １２８ 省略

１２９ ８６ 省略 １２９ ８７ 省略

１３０ ８６ 省略 １３０ ８７ 省略

１３１・１３２ 省略 １３１・１３２ 省略

１３３ ８７ 省略 １３３ ８８ 省略

１３４～１６９ 省略 １３４～１６９ 省略

７ 中学校・小学校教育職員給料表昇格時号給対応表 ７ 中学校・小学校教育職員給料表昇格時号給対応表

昇格した日の前日

に受けていた号給

昇 格 後 の 号 給 昇格した日の前日

に受けていた号給

昇 格 後 の 号 給

２級 ３級 ４級 ２級 ３級 ４級

１～７３ 省略 １～７３ 省略

７４ ５３ 省略 ７４ ５４ 省略

７５ ５４ 省略 ７５ ５５ 省略

７６ ５４ 省略 ７６ ５６ 省略

７７ ５５ 省略 ７７ ５７ 省略

７８ ５５ 省略 ７８ ５７ 省略

７９ ５６ 省略 ７９ ５８ 省略

８０ ５６ 省略 ８０ ５８ 省略

８１ ５７ 省略 ８１ ５９ 省略

８２ ５８ 省略 ８２ ５９ 省略

８３ ５９ 省略 ８３ ６０ 省略

８４～１０１ 省略 ８４～１０１ 省略

１０２ ６５ 省略 １０２ ６６ 省略

１０３～１０６ 省略 １０３～１０６ 省略

１０７ ６６ 省略 １０７ ６７ 省略

１０８ ６６ 省略 １０８ ６７ 省略

１０９～１１１ 省略 １０９～１１１ 省略

１１２ ６７ 省略 １１２ ６８ 省略

１１３ ６７ 省略 １１３ ６８ 省略

１１４ ６７ 省略 １１４ ６８ 省略

１１５・１１６ 省略 １１５・１１６ 省略

１１７ ６８ 省略 １１７ ６９ 省略
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附 則

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７－１１７９
初任給調整手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年１２月２６日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

初任給調整手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則

初任給調整手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－１５５）の一部を次のように改正する。

別表を次のように改める。

１１８ ６８ 省略 １１８ ６９ 省略

１１９ ６８ 省略 １１９ ６９ 省略

１２０ ６８ 省略 １２０ ７０ 省略

１２１ ６９ 省略 １２１ ７０ 省略

１２２ ６９ 省略 １２２ ７０ 省略

１２３ ７０ 省略 １２３ ７１ 省略

１２４ ７０ 省略 １２４ ７１ 省略

１２５～１５７ 省略 １２５～１５７ 省略

７の２～８ 省略 ７の２～８ 省略

愛 媛 県 報平成２８年１２月２６日 第２８３６号外２

５



別表（第６条関係）

職員の区分

期間の区分

職員給与条例１号職員 職 員 給 与 条

例 ２ 号 職 員

職 員 給 与 条

例 ３ 号 職 員１ 種 ２ 種 ３ 種 ４ 種 ５ 種

円 円 円 円 円 円 円

� １年未満 ４１３，８００ ３６８，０００ ３０８，０００ ２５０，６００ １８４，３００ ５０，６００ ３０，４００

� １年以上２年未満 ４１３，８００ ３６８，０００ ３０８，０００ ２５０，６００ １８４，３００ ５０，６００ ２７，４００

� ２年以上３年未満 ４１３，８００ ３６８，０００ ３０８，０００ ２５０，６００ １８４，３００ ５０，６００ ２４，４００

� ３年以上４年未満 ４１３，８００ ３６８，０００ ３０８，０００ ２５０，６００ １８４，３００ ５０，６００ ２１，３００

� ４年以上５年未満 ４１３，８００ ３６８，０００ ３０８，０００ ２５０，６００ １８４，３００ ５０，６００ １８，３００

� ５年以上６年未満 ４１３，８００ ３６８，０００ ３０８，０００ ２５０，６００ １８４，３００ ５０，６００ １５，３００

� ６年以上７年未満 ４１３，８００ ３６８，０００ ３０８，０００ ２５０，６００ １８４，３００ ４８，８００ １２，３００

� ７年以上８年未満 ４１３，８００ ３６８，０００ ３０８，０００ ２５０，６００ １８４，３００ ４７，０００ ９，３００

	 ８年以上９年未満 ４１３，８００ ３６８，０００ ３０８，０００ ２５０，６００ １８４，３００ ４５，２００ ６，２００


 ９年以上１０年未満 ４１３，８００ ３６８，０００ ３０８，０００ ２５０，６００ １８４，３００ ４３，４００ ３，２００

� １０年以上１１年未満 ４１３，８００ ３６８，０００ ３０８，０００ ２５０，６００ １８４，３００ ４１，６００

� １１年以上１２年未満 ４１３，８００ ３６８，０００ ３０８，０００ ２５０，６００ １８４，３００ ３９，８００


 １２年以上１３年未満 ４１３，８００ ３６８，０００ ３０８，０００ ２５０，６００ １８４，３００ ３８，０００

� １３年以上１４年未満 ４１３，８００ ３６８，０００ ３０８，０００ ２５０，６００ １８４，３００ ３６，２００

� １４年以上１５年未満 ４１３，８００ ３６８，０００ ３０８，０００ ２５０，６００ １８４，３００ ３４，８００

� １５年以上１６年未満 ４１３，８００ ３６８，０００ ３０８，０００ ２５０，６００ １８４，３００ ３３，４００

� １６年以上１７年未満 ４０９，４００ ３６４，０００ ３０４，７００ ２４８，０００ １８２，７００ ３２，０００

� １７年以上１８年未満 ４０５，０００ ３６０，０００ ３０１，４００ ２４５，４００ １８１，１００ ３０，６００

� １８年以上１９年未満 ４００，６００ ３５６，０００ ２９８，１００ ２４２，８００ １７９，５００ ２９，２００

� １９年以上２０年未満 ３９６，２００ ３５２，０００ ２９４，８００ ２４０，２００ １７７，９００ ２７，８００

� ２０年以上２１年未満 ３９１，８００ ３４８，０００ ２９１，５００ ２３７，６００ １７６，３００ ２６，４００

� ２１年以上２２年未満 ３７２，４００ ３３１，１００ ２７７，７００ ２２５，６００ １６７，１００ ２５，８００

� ２２年以上２３年未満 ３５２，６００ ３１３，９００ ２６３，７００ ２１３，７００ １５７，３００ ２５，２００

� ２３年以上２４年未満 ３３３，３００ ２９７，２００ ２５０，２００ ２０１，７００ １４８，２００ ２４，２００

� ２４年以上２５年未満 ３１３，９００ ２８０，３００ ２３６，３００ １８９，９００ １３８，５００ ２３，６００

� ２５年以上２６年未満 ２９４，４００ ２６３，４００ ２２２，６００ １７８，１００ １２９，３００ ２３，０００

� ２６年以上２７年未満 ２７１，７００ ２４２，６００ ２０５，０００ １６３，７００ １１８，３００ ２２，４００

� ２７年以上２８年未満 ２４９，５００ ２２２，２００ １８７，９００ １４９，４００ １０７，９００ ２１，８００

� ２８年以上２９年未満 ２２７，１００ ２０１，８００ １７０，６００ １３５，１００ ９７，６００ ２１，０００

� ２９年以上３０年未満 ２０４，３００ １８１，０００ １５３，０００ １２０，８００ ８６，６００ ２０，７００

� ３０年以上３１年未満 １７９，５００ １５９，１００ １３５，０００ １０５，８００ ７６，０００ ２０，３００

 ３１年以上３２年未満 １５４，６００ １３７，２００ １１６，７００ ９１，０００ ６４，９００ １９，７００

! ３２年以上３３年未満 １３０，０００ １１５，５００ ９８，８００ ７５，８００ ５４，５００ １８，８００

" ３３年以上３４年未満 ９１，９００ ８３，６００ ７２，８００ ５６，７００ ４０，３００ １７，９００

# ３４年以上３５年未満 ５６，６００ ５３，８００ ４８，５００ ３８，３００ ２７，１００ １７，２００

備考１ この表において、期間の区分欄に掲げる年数は、採用の日又は第４条各号の職員となつた日以後の期間を示す。

２ この表において、「職員給与条例１号職員」とは職員給与条例第１８条の４第１項第１号の職を占める職員を、「職員給与条例

２号職員」とは同項第２号の職を占める職員を、「職員給与条例３号職員」とは同項第３号の職を占める職員をいう。

３ この表において、「１種」とは第２条第１項第１号の職を占める職員を、「２種」とは同項第２号の職を占める職員を、「３

種」とは同項第３号の職を占める職員を、「４種」とは同項第４号の職を占める職員を、「５種」とは同項第５号の職を占める

職員をいう。

愛 媛 県 報平成２８年１２月２６日 第２８３６号外２
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附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ 改正後の初任給調整手当の支給等に関する規則別表の規定は、平成２８年４月１日から適用する。

�愛媛県人事委員会規則７－１１８０
期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年１２月２６日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則

第１条 期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－２０４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（勤勉手当の成績率）

第１４条 法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第

１項若しくは第２項の規定により採用された職員（次条において

「再任用職員」という。）以外の職員の成績率は、当該職員の職

務について監督する地位にある者による勤務成績の証明に基づ

き、当該職員が次の各号のいずれに該当するかに応じ、当該各号

に定める割合の範囲内を基本として、任命権者が定めるものとす

る。ただし、任命権者は、その所属の職員給与条例第１９条の４第

１項又は教育職員給与条例第１９条の４第１項の職員が著しく少数

であること等の事情により、第１号及び第２号に定める成績率に

よることが著しく困難であると認める場合には、別段の取扱いを

することができる。

� 勤務成績が特に優秀な職員 １００分の１１２以上１００分の１８０以下

（職員給与条例第１９条第２項に規定する特定幹部職員（以下こ

の条及び次条において「特定幹部職員」という。）にあつて

は、１００分の１３８以上１００分の２２０以下）

� 勤務成績が優秀な職員 １００分の９９．５以上１００分の１１２未満

（特定幹部職員にあつては、１００分の１２２．５以上１００分の１３８未

満）

� 勤務成績が良好な職員 １００分の８７（特定幹部職員にあつて

は、１００分の１０７）

� 勤務成績が良好でない職員 １００分の８７未満（特定幹部職員

にあつては、１００分の１０７未満）

２ 前項第１号の場合において、当該職員（特定幹部職員を除

く。）が業務成績の向上、能率の増進、発明考案等により、職務

上特に功績があり、表彰を受けた場合又はこれに準ずる場合の成

績率は、１００分の１８０とする。

３ 省略

第１４条の２ 再任用職員の成績率は、当該職員の職務について監督

する地位にある者による勤務成績の証明に基づき、当該職員が次

の各号のいずれに該当するかに応じ、当該各号に定める割合の範

囲内を基本として、任命権者が定めるものとする。

� 勤務成績が優秀な職員 １００分の４２．５超（特定幹部職員にあ

つては、１００分の５２．５超）

� 勤務成績が良好な職員 １００分の４２．５（特定幹部職員にあつ

ては、１００分の５２．５）

� 勤務成績が良好でない職員 １００分の４２．５未満（特定幹部職

員にあつては、１００分の５２．５未満）

２ 省略

（勤勉手当の成績率）

第１４条 法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第

１項若しくは第２項の規定により採用された職員（次条において

「再任用職員」という。）以外の職員の成績率は、当該職員の職

務について監督する地位にある者による勤務成績の証明に基づ

き、当該職員が次の各号のいずれに該当するかに応じ、当該各号

に定める割合の範囲内を基本として、任命権者が定めるものとす

る。ただし、任命権者は、その所属の職員給与条例第１９条の４第

１項又は教育職員給与条例第１９条の４第１項の職員が著しく少数

であること等の事情により、第１号及び第２号に定める成績率に

よることが著しく困難であると認める場合には、別段の取扱いを

することができる。

� 勤務成績が特に優秀な職員 １００分の９９以上１００分の１６０ 以下

（職員給与条例第１９条第２項に規定する特定幹部職員（以下こ

の条及び次条において「特定幹部職員」という。）にあつて

は、１００分の１２５以上１００分の２００以下）

� 勤務成績が優秀な職員 １００分の８８以上１００分の９９ 未満

（特定幹部職員にあつては、１００分の１１１以上１００分の１２５ 未

満）

� 勤務成績が良好な職員 １００分の７７（特定幹部職員にあつて

は、１００分の９７ ）

� 勤務成績が良好でない職員 １００分の７７未満（特定幹部職員

にあつては、１００分の９７ 未満）

２ 前項第１号の場合において、当該職員（特定幹部職員を除

く。）が業務成績の向上、能率の増進、発明考案等により、職務

上特に功績があり、表彰を受けた場合又はこれに準ずる場合の成

績率は、１００分の１６０とする。

３ 省略

第１４条の２ 再任用職員の成績率は、当該職員の職務について監督

する地位にある者による勤務成績の証明に基づき、当該職員が次

の各号のいずれに該当するかに応じ、当該各号に定める割合の範

囲内を基本として、任命権者が定めるものとする。

� 勤務成績が優秀な職員 １００分の３７．５超（特定幹部職員にあ

つては、１００分の４７．５超）

� 勤務成績が良好な職員 １００分の３７．５（特定幹部職員にあつ

ては、１００分の４７．５）

� 勤務成績が良好でない職員 １００分の３７．５未満（特定幹部職

員にあつては、１００分の４７．５未満）

２ 省略

愛 媛 県 報平成２８年１２月２６日 第２８３６号外２
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第２条 期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成２９年４月１日から施行する。

２ 第１条の規定による改正後の期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則第１４条第１項及び第２項並びに第１４条の２第１項の規定は、

平成２８年１２月１日から適用する。

�愛媛県人事委員会規則７－１１８１
教育職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年１２月２６日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

改 正 後 改 正 前

（勤勉手当の成績率）

第１４条 法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第

１項若しくは第２項の規定により採用された職員（次条において

「再任用職員」という。）以外の職員の成績率は、当該職員の職

務について監督する地位にある者による勤務成績の証明に基づ

き、当該職員が次の各号のいずれに該当するかに応じ、当該各号

に定める割合の範囲内を基本として、任命権者が定めるものとす

る。ただし、任命権者は、その所属の職員給与条例第１９条の４第

１項又は教育職員給与条例第１９条の４第１項の職員が著しく少数

であること等の事情により、第１号及び第２号に定める成績率に

よることが著しく困難であると認める場合には、別段の取扱いを

することができる。

� 勤務成績が特に優秀な職員 １００分の１０５以上１００分の１７０以下

（職員給与条例第１９条第２項に規定する特定幹部職員（以下こ

の条及び次条において「特定幹部職員」という。）にあつて

は、１００分の１３１以上１００分の２１０以下）

� 勤務成績が優秀な職員 １００分の９３．５以上１００分の１０５未満

（特定幹部職員にあつては、１００分の１１６．５以上１００分の１３１未

満）

� 勤務成績が良好な職員 １００分の８２（特定幹部職員にあつて

は、１００分の１０２）

� 勤務成績が良好でない職員 １００分の８２未満（特定幹部職員

にあつては、１００分の１０２未満）

２ 前項第１号の場合において、当該職員（特定幹部職員を除

く。）が業務成績の向上、能率の増進、発明考案等により、職務

上特に功績があり、表彰を受けた場合又はこれに準ずる場合の成

績率は、１００分の１７０とする。

３ 省略

第１４条の２ 再任用職員の成績率は、当該職員の職務について監督

する地位にある者による勤務成績の証明に基づき、当該職員が次

の各号のいずれに該当するかに応じ、当該各号に定める割合の範

囲内を基本として、任命権者が定めるものとする。

� 勤務成績が優秀な職員 １００分の４２以上（特定幹部職員にあ

つては、１００分の５２以上）

� 勤務成績が良好な職員 １００分の３８．５（特定幹部職員にあつ

ては、１００分の４８．５）

� 勤務成績が良好でない職員 １００分の３８．５未満（特定幹部職

員にあつては、１００分の４８．５未満）

２ 省略

（勤勉手当の成績率）

第１４条 法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第

１項若しくは第２項の規定により採用された職員（次条において

「再任用職員」という。）以外の職員の成績率は、当該職員の職

務について監督する地位にある者による勤務成績の証明に基づ

き、当該職員が次の各号のいずれに該当するかに応じ、当該各号

に定める割合の範囲内を基本として、任命権者が定めるものとす

る。ただし、任命権者は、その所属の職員給与条例第１９条の４第

１項又は教育職員給与条例第１９条の４第１項の職員が著しく少数

であること等の事情により、第１号及び第２号に定める成績率に

よることが著しく困難であると認める場合には、別段の取扱いを

することができる。

� 勤務成績が特に優秀な職員 １００分の１１２以上１００分の１８０以下

（職員給与条例第１９条第２項に規定する特定幹部職員（以下こ

の条及び次条において「特定幹部職員」という。）にあつて

は、１００分の１３８以上１００分の２２０以下）

� 勤務成績が優秀な職員 １００分の９９．５以上１００分の１１２未満

（特定幹部職員にあつては、１００分の１２２．５以上１００分の１３８未

満）

� 勤務成績が良好な職員 １００分の８７（特定幹部職員にあつて

は、１００分の１０７）

� 勤務成績が良好でない職員 １００分の８７未満（特定幹部職員

にあつては、１００分の１０７未満）

２ 前項第１号の場合において、当該職員（特定幹部職員を除

く。）が業務成績の向上、能率の増進、発明考案等により、職務

上特に功績があり、表彰を受けた場合又はこれに準ずる場合の成

績率は、１００分の１８０とする。

３ 省略

第１４条の２ 再任用職員の成績率は、当該職員の職務について監督

する地位にある者による勤務成績の証明に基づき、当該職員が次

の各号のいずれに該当するかに応じ、当該各号に定める割合の範

囲内を基本として、任命権者が定めるものとする。

� 勤務成績が優秀な職員 １００分の４２．５超（特定幹部職員にあ

つては、１００分の５２．５超）

� 勤務成績が良好な職員 １００分の４２．５（特定幹部職員にあつ

ては、１００分の５２．５）

� 勤務成績が良好でない職員 １００分の４２．５未満（特定幹部職

員にあつては、１００分の５２．５未満）

２ 省略

愛 媛 県 報平成２８年１２月２６日 第２８３６号外２
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教育職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則

教育職員の管理職手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－３９０）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ 改正後の教育職員の管理職手当に関する規則別表第２の規定は、平成２８年４月１日から適用する。

�愛媛県人事委員会規則７－１１８２
住居手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年１２月２６日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

住居手当に関する規則の一部を改正する規則

住居手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４５９）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７－１１８３
平成２８年改正条例の施行に伴う給与の支給等の特例に関する規則を次のように定める。

平成２８年１２月２６日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

平成２８年改正条例の施行に伴う給与の支給等の特例に関する規則

（定義）

第１条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第３条関係）

１ 中学校・小学校教育職員給料表

別表第２（第３条関係）

１ 中学校・小学校教育職員給料表

職務の級 区 分 管理職手当 職務の級 区 分 管理職手当

４ 級 １ 種 ７８，７００円 ４ 級 １ 種 ７８，６００円

省略 省略

省略 省略

２ 高等学校等教育職員給料表 ２ 高等学校等教育職員給料表

職務の級 区 分 管理職手当 職務の級 区 分 管理職手当

４ 級 １ 種 ８３，０００円 ４ 級 １ 種 ８２，９００円

省略 省略

省略 省略

改 正 後 改 正 前

附 則

３ 省略

（平成２８年改正条例附則第４項から第６項までの規定が適用され

る間の読替え）

４ 平成２９年４月１日から平成３２年３月３１日までの間は、第２条第

２号中「条例第９条第１項」とあるのは、「職員の給与に関する

条例等の一部を改正する条例（平成２８年愛媛県条例第５１号）附則

第４項から第６項までの規定により読み替えられた条例第９条第

１項」とする。

附 則

３ 省略

愛 媛 県 報平成２８年１２月２６日 第２８３６号外２
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� 経過措置額支給特定職員 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２６年愛媛県条例第４８号。以下「平成２６年改正条例」

という。）附則第７項に規定する特定職員であり、かつ、平成２８年４月１日前に５５歳に達した者であって、平成２６年改正条例附則第７

項から第９項までの規定による給料を支給されるものをいう。

� 施行日 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２８年愛媛県条例第５１号。以下「平成２８年改正条例」という。）の施

行の日をいう。

� 職員給与条例 職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）をいう。

� 教育職員給与条例 教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号）をいう。

� 改正後の職員給与条例等 平成２８年改正条例第１条の規定による改正後の職員給与条例及び平成２８年改正条例第３条の規定による改

正後の教育職員給与条例をいう。

� 改正前の職員給与条例等 平成２８年改正条例第１条の規定による改正前の職員給与条例及び平成２８年改正条例第３条の規定による改

正前の教育職員給与条例をいう。

（経過措置額支給特定職員に対する給与の支給の特例）

第２条 経過措置額支給特定職員に対する平成２８年４月１日から施行日の前日の属する月の末日までの間に係る次に掲げる給与の支給に当

たっては、この規則の規定（第４条の規定を除く。）の適用がないものとした場合に改正後の職員給与条例等の規定（平成２６年改正条例

附則第７項から第９項までの規定を含む。次条において同じ。）により支給されるべき額が、改正前の職員給与条例等の規定（平成２６年

改正条例附則第７項から第９項までの規定を含む。以下この条及び次条において同じ。）により支給されるべき額に達しない場合は、改

正前の職員給与条例等の規定により支給されるべき額に相当する額をもってそれぞれ次に掲げる給与の額とする。

� 給料（人事委員会の定める場合におけるものに限る。）

� 教職調整額

� 地域手当

� 特地勤務手当

� 特地勤務手当に準ずる手当

� へき地手当

� へき地手当に準ずる手当

� 超過勤務手当

	 休日給


 夜勤手当

� 定時制通信教育手当

� 農林漁業普及指導手当


 期末手当

� 勤勉手当

第３条 経過措置額支給特定職員に対する平成２８年４月１日から施行日の前日の属する月の末日までの間に係る職員給与条例第１２条、教育

職員給与条例第１３条その他の条例の規定による給与の減額（人事委員会の定めるものに限る。以下「職員給与条例第１２条等減額」とい

う。）に当たっては、この規則の規定（次条の規定を除く。）の適用がないものとした場合に改正後の職員給与条例等の規定による給与

に係る減額されるべき額が、改正前の職員給与条例等の規定による給与に係る減額されるべき額を超える場合は、改正前の職員給与条例

等の規定による給与に係る減額されるべき額に相当する額をもって減額する額とする。

（平成２６年改正条例附則第７項から第９項までの規定による給料の特例）

第４条 平成２８年４月１日から施行日の前日までの間において職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項から第９項まで

の規定による給料に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－１１５８）第３条第１項第２号に掲げる場合に該当した職員に対する平成２６年改

正条例附則第８項又は第９項の規定による給料については、同規則第３条又は第４条の規定にかかわらず、人事委員会の定めるところに

よる。

第５条 平成２８年４月１日から施行日の前日までの間において、経過措置額支給特定職員について、改正後の職員給与条例等の規定による

給料月額から職員給与条例附則第１５項第１号又は教育職員給与条例附則第１３項第１号に定める額に相当する額を減じた額と平成２６年改正

条例附則第７項から第９項までの規定による給料の額との合計額（職員給与条例第１３条本文又は教育職員給与条例第１４条本文の規定の適

用を受ける職員にあってはこれらの規定の適用がないものとした場合の合計額とし、それらの合計額に１円未満の端数があるときはその

端数を切り捨てた額とする。）が、改正前の職員給与条例等の規定による給料月額から職員給与条例附則第１５項第１号又は教育職員給与

条例附則第１３項第１号に定める額に相当する額を減じた額と平成２６年改正条例附則第７項から第９項までの規定による給料の額との合計

額（職員給与条例第１３条本文又は教育職員給与条例第１４条本文の規定の適用を受ける職員にあってはこれらの規定の適用がないものとし

た場合の合計額とし、それらの合計額に１円未満の端数があるときはその端数を切り捨てた額とする。）に達しないときにおける職員の

給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項から第９項までの規定による給料に関する規則第５条の規定の適用については、同

条中「切り捨てた」とあるのは、「切り上げた」とする。

２ 前項の規定は、経過措置額支給特定職員に対して支給される第２条に掲げる給与の額及び経過措置額支給特定職員に対する職員給与条

例第１２条等減額の額の算定の基礎となる場合における平成２６年改正条例附則第７項から第９項までの規定による給料については、適用し

愛 媛 県 報平成２８年１２月２６日 第２８３６号外２
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ない。

（雑則）

第６条 この規則に定めるもののほか、平成２８年改正条例の施行に伴う給与の支給等の特例に関し必要な事項は、人事委員会が定める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７－１１８４
愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年１２月２６日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則

第１条 愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４７９）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（就業促進手当に相当する退職手当等）

第１０条 条例第１０条第１０項第４号に掲げる就業促進手当に相当する

退職手当、同項第５号に掲げる移転費に相当する退職手当及び同

項第６号に掲げる求職活動支援費に相当する退職手当は、それぞ

れ雇用保険法第５６条の３第１項に規定する就業促進手当、同法第

５８条第１項に規定する移転費及び同法第５９条第１項に規定する求

職活動支援費に相当する金額を同法の当該規定によりこれらの給

付の支給の条件に従い、支給する。

（就業促進手当に相当する退職手当等の支給手続）

第１６条 受給資格者は、条例第１０条第１０項第４号から第６号までの

規定による退職手当の支給を受けようとするときは、同項第４号

に掲げる就業促進手当に相当する退職手当のうち、雇用保険法第

５６条の３第１項第１号イに該当する者に係る就業促進手当に相当

する退職手当にあつては就業手当に相当する退職手当支給申請書

（様式第１５号の５）に、同号ロに該当する者に係る就業促進手当

（雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省令第３号）第８３条の４第

１項に規定する就業促進定着手当を除く。）に相当する退職手当

にあつては再就職手当に相当する退職手当支給申請書（様式第１５

号の６）に、同省令第８３条の４第１項に規定する就業促進定着手

当に相当する退職手当にあつては就業促進定着手当に相当する退

職手当支給申請書（様式第１５号の７）に、同法第５６条の３第１項

第２号に該当する者に係る就業促進手当に相当する退職手当にあ

つては常用就職支度手当に相当する退職手当支給申請書（様式第

１６号）に、条例第１０条第１０項第５号に掲げる移転費に相当する退

職手当にあつては移転費に相当する退職手当支給申請書（様式第

１７号）に、同項第６号に掲げる求職活動支援費に相当する退職手

当のうち同法第５９条第１項第１号に該当する行為をする者に係る

求職活動支援費に相当する退職手当にあつては求職活動支援費

（広域求職活動費）に相当する退職手当支給申請書（様式第１８

号）に、同項第２号に該当する行為をする者に係る求職活動支援

費に相当する退職手当にあつては求職活動支援費（短期訓練受講

費）に相当する退職手当支給申請書（様式第１８号の２）に、同項

第３号に該当する行為をする者に係る求職活動支援費に相当する

退職手当にあつては求職活動支援費（求職活動関係役務利用費）

に相当する退職手当支給申請書（様式第１８号の３）にそれぞれ受

給資格証又は高年齢受給資格証を添付して、退職当時の所属長を

経て、任命権者に提出しなければならない。ただし、受給資格証

（就業促進手当に相当する退職手当等）

第１０条 条例第１０条第１０項第４号に掲げる就業促進手当に相当する

退職手当、同項第５号に掲げる移転費に相当する退職手当及び同

項第６号に掲げる広域求職活動費に相当する退職手当は、それぞ

れ雇用保険法第５６条の３第１項に規定する就業促進手当、同法第

５８条第１項に規定する移転費及び同法第５９条第１項に規定する広

域求職活動費に相当する金額を同法の当該規定によりこれらの給

付の支給の条件に従い、支給する。

（就業促進手当に相当する退職手当等の支給手続）

第１６条 受給資格者は、条例第１０条第１０項第４号から第６号までの

規定による退職手当の支給を受けようとするときは、同項第４号

に掲げる就業促進手当に相当する退職手当のうち、雇用保険法第

５６条の３第１項第１号イに該当する者に係る就業促進手当に相当

する退職手当にあつては就業手当に相当する退職手当支給申請書

（様式第１５号の５）に、同号ロに該当する者に係る就業促進手当

（雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省令第３号）第８３条の４第

１項に規定する就業促進定着手当を除く。）に相当する退職手当

にあつては再就職手当に相当する退職手当支給申請書（様式第１５

号の６）に、同省令第８３条の４第１項に規定する就業促進定着手

当に相当する退職手当にあつては就業促進定着手当に相当する退

職手当支給申請書（様式第１５号の７）に、同法第５６条の３第１項

第２号に該当する者に係る就業促進手当に相当する退職手当にあ

つては常用就職支度手当に相当する退職手当支給申請書（様式第

１６号）に、条例第１０条第１０項第５号に掲げる移転費に相当する退

職手当にあつては移転費に相当する退職手当支給申請書（様式第

１７号）に、同項第６号に掲げる広域求職活動費に相当する退職手

当にあつては広域求職活動費に相当する退職手当支給申請書（様

式第１８号）

にそれぞれ受

給資格証 を添付して、退職当時の所属長を

経て、任命権者に提出しなければならない。第１２条第７項ただし
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又は高年齢受給資格証を提出することができないことについて正

当な理由があるときは、受給資格証又は高年齢受給資格証を添付

しないことができる。

２ 任命権者は、前項に規定する就業手当に相当する退職手当支給

申請書、再就職手当に相当する退職手当支給申請書、就業促進定

着手当に相当する退職手当支給申請書、常用就職支度手当に相当

する退職手当支給申請書、移転費に相当する退職手当支給申請

書、求職活動支援費（広域求職活動費）に相当する退職手当支給

申請書、求職活動支援費（短期訓練受講費）に相当する退職手当

支給申請書及び求職活動支援費（求職活動関係役務利用費）に相

当する退職手当支給申請書の提出を受けたときは、受給資格証又

は高年齢受給資格証に必要な事項を記入した上、返付しなければ

ならない。

（受給資格者の氏名等の変更の届出）

第１６条の２ 受給資格者は、受給資格証の交付を受けた後、氏名又

は住所若しくは居所を変更した場合においては、氏名・住所変更

届（様式第１８号の４）に、当該変更の事実を証明する書類及び受

給資格証を添付して、退職当時の所属長を経て、任命権者に提出

しなければならない。ただし、受給資格証を提出することができ

ないことについて正当な理由があるときは、受給資格証を添付し

ないことができる。

２ 省略

様式第１３号（第１３条関係） 公共職業訓練等受講届

書の規定は、この場合について準用する。

２ 任命権者は、前項に規定する就業手当に相当する退職手当支給

申請書、再就職手当に相当する退職手当支給申請書、就業促進定

着手当に相当する退職手当支給申請書、常用就職支度手当に相当

する退職手当支給申請書、移転費に相当する退職手当支給申請

書及び広域求職活動費に相当する退職手当支給申請書

の提出を受けたときは、受給資格証

に必要な事項を記入した上、返付しなければ

ならない。

（受給資格者の氏名等の変更の届出）

第１６条の２ 受給資格者は、受給資格証の交付を受けた後、氏名又

は住所若しくは居所を変更した場合においては、氏名・住所変更

届（様式第１８号の２）に、当該変更の事実を証明する書類及び受

給資格証を添付して、退職当時の所属長を経て、任命権者に提出

しなければならない。ただし、受給資格証を提出することができ

ないことについて正当な理由があるときは、受給資格証を添付し

ないことができる。

２ 省略

様式第１３号（第１３条関係） 公共職業訓練等受講届

省略 省略

公共

職業

訓練

等に

関す

る事

項

種 類

職業能

力開発

促進法

（昭和

４４年法

律第６４

号）第

２０条に

規定す

る公共

職業訓

練

雇用保

険 法

（昭和

４９年法

律 第

１１６号）

第６３条

第１項

第３号

の講習

及び訓

練

障害者

の雇用

の促進

等に関

する法

律（昭

和３５年

法律第

１２３号）

第１３条

の適応

訓練

高 年 齢

者 等 の

雇 用 の

安 定 等

に 関 す

る 法 律

（昭 和

４６年法

律第６８

号 ） 第

２５条第

１ 項 の

計 画 に

準 拠 し

た 同 項

第 ３ 号

に 掲 げ

る 訓 練

雇 用 保

険 法 第

６ 条 第

５ 号 に

規 定 す

る 船 員

の 職 業

能 力 の

開 発 及

び 向 上

に 資 す

る 訓 練

又 は 講

習 と し

て 厚 生

労 働 大

臣 が 定

め る も

の

公共

職業

訓練

等に

関す

る事

項

種 類

職業能

力開発

促進法

（昭和

４４年法

律第６４

号）第

２０条に

規定す

る公共

職業訓

練

雇用保

険 法

（昭和

４９年法

律 第

１１６号）

第６３条

第１項

第３号

の講習

及び訓

練

障害者

の雇用

の促進

等に関

する法

律（昭

和３５年

法律第

１２３号）

第１３条

の適応

訓練

高年齢者等の雇用

の安定等に関する

法律（昭和４６年法

律第６８号）第２３条

第１項の計画に準

拠した同項第３号

に掲げる訓練

省略 省略

省略 省略

注 省略

様式第１４号（第１４条関係） 公共職業訓練等受講証明書

省略

注 省略

様式第１４号（第１４条関係）

省略

省略 省略

内職（労

働日数、

収入額）

日 円 就業手当支給日数 日 内職（労

働日数、

収入額）

日 円 就業手

当支給

日 数

日 早期就業支

援金支給日

数

日
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省略 省略

注 省略

様式第１５号（第１５条関係） 傷病手当に相当する退職手当支給申請

書

注 省略

様式第１５号（第１５条関係） 傷病手当に相当する退職手当支給申請

書

省略 省略

支

給

申

請

期

間

同一の傷病により

受けることができ

る給付

� � � � � � � �

支

給

申

請

期

間

同一の傷病により

受けることができ

る給付

� � � � � � �

省略 省略

省略 省略

注１・２ 省略

３ 「同一の傷病により受けることができる給付」欄は、

「傷病のため職業に就くことができなかつたと認められる

期間」欄の期間のうち、同一の傷病により受けることがで

きる給付について、次の区分に従つて該当するもの全ての

番号を○で囲むこと。

�・� 省略

� 船員法（昭和２２年法律第１００号）による傷病手当

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

４・５ 省略

様式第１５号の２（第１５条の２、第１８条関係） 失業者の退職手当高

年齢受給資格証

注１・２ 省略

３ 「同一の傷病により受けることができる給付」欄は、

「傷病のため職業に就くことができなかつたと認められる

期間」欄の期間のうち、同一の傷病により受けることがで

きる給付について、次の区分に従つて該当するもの全ての

番号を○で囲むこと。

�・� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

４・５ 省略

様式第１５号の２（第１５条の２、第１８条関係） 失業者の退職手当高

年齢受給資格証

省略 省略

退 職 事 由
受 給 期 限 日 年 月 日

受 給 期 限 日 年 月 日

省略 省略

注 省略

様式第１５号の６（第１６条関係） 再就職手当に相当する退職手当支

給申請書

注 省略

様式第１５号の６（第１６条関係） 再就職手当に相当する退職手当支

給申請書

省略 省略

雇入れ（事業開始）の日前３

年間における就業についての

再就職手当に相当する退職手

当又は常用就職支度手当に相

当する退職手当の受給の有無

省略 雇入れ（事業開始）の日前３

年間における就業についての

再就職手当に相当する退職手

当又は常用就職支度手当に相

当する退職手当の受給の有無

省略

２ 再就職手当に相当する退

職手当又は常用就職支度手

当に相当する退職手当のい

ずれも受給したことがな

い。

２ 再就職手当に相当する退

職手当又は常用就職支度手

当に相当する退職手当を

受給したこ と が な

い。

注 省略

様式第１６号（第１６条関係） 常用就職支度手当に相当する退職手当

支給申請書

注 省略

様式第１６号（第１６条関係） 常用就職支度手当に相当する退職手当

支給申請書

省略 省略

雇入れの日前３年間における

就業についての再就職手当に

相当する退職手当又は常用就

省略 雇入れの日前３年間における

就業についての再就職手当に

相当する退職手当又は常用就

省略

２ 再就職手当に相当する退

職手当又は常用就職支度手

２ 再就職手当に相当する退

職手当又は常用就職支度手
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第２条 愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則の一部を次のように改正する。

様式第１８号の２を様式第１８号の４とし、様式第１８号の次に次の２様式を加える。

職支度手当に相当する退職手

当の受給の有無

当に相当する退職手当のい

ずれも受給したことがな

い。

職支度手当に相当する退職手

当の受給の有無

当に相当する退職手当を

受給したこ と が な

い。

省略 省略

注 省略

様式第１８号（第１６条関係） 求職活動支援費（広域求職活動費）に

相当する退職手当支給申請書

注 省略

様式第１８号（第１６条関係） 広域求職活動費に相当する退職手当支

給申請書

求職活動支援費（広域求職活動費）に相当する退職手当支給

申請書

広域求職活動費に相当する退職手当支給申請書

省略 省略

上記のとおり求職活動支援費（広域求職活動費）に相当す

る退職手当の支給を申請します。

年 月 日

愛媛県知事 様

受給資格者氏名 �

上記のとおり広域求職活動費に相当する退職手当の支給を

申請します。

年 月 日

愛媛県知事 様

受給資格者氏名 �

上記の申請について、下記のとおり支給することを適当と

認める。

年 月 日

公共職業安定所長 �

※

処

理

欄

省略 公

共

職

業

安

定

所

記

載

欄

省略

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 「性別」欄は、該当事項を○で囲むこと。

３ 受給資格者氏名は、記名押印に代えて署名することがで

きる。

４ ※印欄には、記入しないこと。
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様式第１８号の２（第１６条関係） 求職活動支援費（短期訓練受講費）に相当する退職手当支給申請書
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様式第１８号の３（第１６条関係） 求職活動支援費（求職活動関係役務利用費）に相当する退職手当支給申請書
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２９年１月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に提出されている第１条の規定による改正前の愛媛県職員退職手当の支給等に関する規則（以下「旧規則」とい

う。）様式第１３号、様式第１４号、様式第１５号、様式第１５号の６、様式第１６号及び様式第１８号の規定による書類は、同条の規定による改正

後の愛媛県職員退職手当の支給等に関する規則（以下「新規則」という。）様式第１３号、様式第１４号、様式第１５号、様式第１５号の６、様

式第１６号及び様式第１８号の規定による書類とみなす。

３ この規則施行の際現に交付している旧規則様式第１５号の２の規定による書類は、新規則様式第１５号の２の規定による書類とみなす。

平成２８年１２月２６日 発行
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